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１．地域経済循環分析用データの概要 

１－１ 地域経済循環分析用データの特徴 

地域経済循環分析データは、地域経済計算と地域産業連関表の大きく2つのデータによって構

成される。 

地域経済計算はその地域の住民の経済活動を捉えたデータ（属人主義）であり、地域産業連関

表はその地域（土地）での経済活動を捉えたデータ（属地主義）である。 

また、これらのデータは、既存の統計（県民経済計算、市町村民経済計算、都道府県産業連関

表、市町村産業連関表）との整合性を確保していることが特徴である。 

図 １-1 地域経済計算と地域産業連関表のイメージ 

１－２ 地域経済循環分析用データの産業分類 

地域経済循環分析用データの産業分類（22産業）は、以下のとおりである。 

表 １-１ 地域経済循環分析用データの産業分類 

No. 産業 産業分類 No. 産業 産業分類 

1 農林水産業 第１次産業 12 電気機械 

第 2次産業 
2 鉱業 

第 2次産業 

13 輸送用機械 

3 食料品 14 その他の製造業 

4 繊維 15 建設業 

5 パルプ・紙 16 電気・ガス・水道業 

第 3次産業 

6 化学 17 卸売・小売業 

7 石油・石炭製品 18 金融・保険業 

8 窯業・土石製品 19 不動産業 

9 一次金属 20 運輸・通信業 

10 金属製品 21 公務 

11 一般機械 22 サービス業 
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１－３ 地域経済計算のフォーマット 

地域経済計算は、以下のようなフォーマットで作成される。 

図 １-2 地域経済計算のフォーマット（金沢市の例） 

１－４ 地域産業連関表のフォーマット 

地域産業連関表は、以下のようなフォーマットで作成される。 

図 １-3 地域産業連関表のフォーマット（金沢市の例） 

農林水
産業

鉱業 食料品 繊維
パルプ・
紙

化学
石油・石
炭製品

窯業・土
石製品

一次金
属

金属製
品

一般機
械

電気機
械

輸送用
機械

その他
製造業

建設業
電気・ガ
ス・水道
業

卸売・小
売業

金融・保
険業

不動産
業

運輸・通
信業

公務
サービ
ス業

内生部門計
家計外
消費支
出（列）

民間消費
支出

一般政
府消費
支出

総固定
資本形
成（公
的）

総固定
資本形
成（民
間）

在庫純
増（公
的）

在庫純増
（民間）

移輸出
(控除)移輸

入
域内生産

額

農林水産業 1,373 0 3,986 299 323 4 0 2 0 0 0 0 0 78 330 0 57 0 1 6 18 6,045 12,521 323 13,557 0 0 1,832 -67 -8,114 10,821 -16,997 13,877

鉱業 1 2 0 1 4 13 0 423 2 2 1 1 0 28 1,993 12,355 0 0 0 0 4 12 14,844 -30 -31 0 0 0 9 15,407 0 -28,372 1,826

食料品 1,016 0 4,124 8 2 14 0 2 0 0 0 0 0 2 0 0 84 0 0 28 81 28,444 33,806 4,100 105,437 1,038 0 0 -23 -396 0 -107,549 36,412

繊維 130 24 34 5,145 65 7 0 22 7 32 87 163 3 233 446 76 1,981 383 14 478 1,026 2,614 12,970 469 15,267 0 4 1,036 8 -20,008 16,708 -4,253 22,200

パルプ・紙 136 13 472 170 1,123 49 0 134 21 91 91 254 6 5,790 7,197 294 4,105 1,119 279 4,551 834 4,431 31,161 649 2,186 2 40 1,381 -12 -32,020 6,978 -2,349 8,018

化学 557 37 259 4,182 210 1,447 0 87 35 203 315 640 86 4,928 683 699 5 6 9 428 297 32,674 47,786 832 10,241 0 0 0 -9 20,651 0 -75,229 4,273

石油・石炭製品 629 91 208 669 53 26 0 128 77 174 351 97 16 244 2,641 5,293 1,222 113 263 8,231 3,317 3,248 27,091 145 22,788 0 0 0 15 -15,329 0 -34,710 0

窯業・土石製品 20 0 67 14 159 16 0 779 34 79 488 768 6 199 11,443 296 434 5 19 8 109 2,463 17,406 108 1,360 0 0 0 -5 -1,128 511 -12,445 5,806

一次金属 1 2 46 6 722 4 0 107 2,428 6,975 8,416 2,003 720 1,180 5,752 567 7 0 0 56 65 499 29,555 7 436 0 0 0 -27 2,155 0 -26,593 5,533

金属製品 19 127 199 11 470 24 0 65 30 1,359 2,673 873 71 584 15,714 948 1,593 16 134 331 1,554 872 27,669 129 1,251 1 0 1,233 -6 564 15,165 -20,814 25,192

一般機械 0 24 0 0 12 0 0 19 12 57 18,269 297 78 375 1,246 197 4 0 0 18 105 6,268 26,980 19 341 0 297 55,716 -23 -2,939 57,034 -51,026 86,399

電気機械 7 0 1 1 4 0 0 0 1 81 2,470 19,436 86 1,141 1,681 29 240 34 19 297 2,404 4,530 32,460 5,874 26,300 0 1,427 24,051 2 3,514 21,282 -64,992 49,918

輸送用機械 158 0 0 0 0 0 0 0 0 0 46 0 2,169 0 0 0 0 0 0 2,471 6,568 6,606 18,018 0 21,674 0 347 16,998 -23 24,317 0 -75,322 6,009

その他の製造業 158 46 599 289 290 67 0 84 99 202 2,761 1,476 108 9,487 3,157 2,660 8,958 6,143 392 5,735 10,340 14,885 67,936 1,130 16,400 17 701 11,242 -8 22,297 22,293 -82,462 59,546

建設業 57 16 40 75 35 32 0 60 41 262 414 182 7 180 437 5,960 2,912 859 18,193 2,979 4,908 4,453 42,101 0 0 0 99,515 131,776 0 -18,637 88,426 -166,509 176,672

電気・ガス・水道業 101 74 443 922 167 273 0 148 187 466 1,105 632 66 975 1,285 23,311 13,446 1,504 1,963 7,548 11,589 23,613 89,817 34 37,997 8 0 0 0 18,113 31,144 -30,605 146,508

卸売・小売業 537 64 2,052 1,373 676 198 0 311 491 1,688 6,441 2,405 344 4,845 10,762 2,535 8,785 1,499 579 4,505 5,687 36,925 92,703 6,877 182,861 17 1,004 43,628 -18 3,112 236,342 -48,289 518,235

金融・保険業 249 190 320 1,099 158 63 0 173 73 549 1,526 483 32 1,277 2,859 3,896 28,484 27,372 30,166 10,821 1,308 15,425 126,522 1 58,607 0 0 0 0 6,201 74,019 -22,505 242,845

不動産業 5 15 41 63 28 18 0 23 15 123 239 82 7 177 435 809 13,717 3,264 3,139 5,777 352 6,291 34,619 0 156,080 44 0 0 0 13,430 326,607 -17,438 513,341

運輸・通信業 334 53 788 653 363 259 0 372 281 1,145 3,047 1,451 144 2,267 8,688 5,715 59,013 19,821 1,709 73,121 23,160 38,359 240,742 3,028 146,864 -161 403 21,171 -6 44,108 72,636 -124,806 403,978

公務 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4,677 107,318 0 0 0 30,682 110,688 -28,565 224,800

サービス業 236 105 1,508 652 296 402 0 346 211 1,232 5,688 2,828 368 2,545 14,715 13,926 32,700 28,755 12,745 45,113 21,589 55,353 241,311 48,931 293,439 190,397 1,093 3,246 0 -106,658 307,418 -153,143 826,035

内生部門計 5,725 884 15,188 15,632 5,158 2,916 0 3,287 4,046 14,717 54,427 34,070 4,317 36,536 91,463 79,565 177,746 90,892 69,624 172,503 95,313 294,009 1,268,019 72,624 1,117,731 298,681 104,831 313,308 -193 -678 1,398,074 -1,194,974 3,377,424

家計外消費支出（行） 132 126 386 372 117 126 0 117 72 715 1,381 1,090 55 1,394 2,754 2,670 11,876 6,456 1,559 22,244 5,467 13,514 72,624

雇用者所得 1,594 397 7,281 4,581 1,494 494 0 1,247 597 6,946 19,713 9,868 1,085 14,041 65,152 23,759 196,298 66,259 16,696 117,487 72,073 351,909 978,971

その他所得 6,426 419 13,557 1,615 1,249 736 0 1,155 818 2,814 10,878 4,890 552 7,575 17,302 40,514 132,315 79,237 425,462 91,743 51,947 166,603 1,057,809

粗付加価値部門計 8,152 942 21,224 6,568 2,860 1,357 0 2,520 1,487 10,475 31,972 15,848 1,692 23,010 85,208 66,943 340,489 151,953 443,717 231,474 129,487 532,026 2,109,405

地域内生産額 13,877 1,826 36,412 22,200 8,018 4,273 0 5,806 5,533 25,192 86,399 49,918 6,009 59,546 176,672 146,508 518,235 242,845 513,341 403,978 224,800 826,035 3,377,424
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２．地域経済循環分析用データを用いたグラフとその作成方法 

地域経済循環分析用データを用いて作成したグラフについて、具体的にどのデータを用いて

グラフを作成しているかを以下に示す。 

２－１ 地域経済の生産面の分析 

（１）産業別生産額 

１）作成するグラフ 

図 ２-1 地域の中で規模の大きい産業は何か：売上 

２）グラフの作成方法 

①産業別付加価値構成比

産業別生産額構成比は、地域産業連関表の産業別の域内生産額（表 ２-１の A）を用いて

作成している。域内生産額は行と列にそれぞれあるが、値はどちらも同じである。 

表 ２-１ 地域産業連関表の地域内生産額 

資料2

11.05

1.68 1.49 1.47
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鉱
業

修
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輸送用機械

51.4%

サービス業

9.3%

不動産業

4.3%

卸売･小売業

4.2%

その他の製造業

4.0%

電気機械

3.7%

一次金属

3.4%

運輸･通信業

3.0%

一般機械

3.0%

その他

13.6%

サービス業

20.4%

卸売･小売業

10.6%

運輸･通信業

9.6%

不動産業

9.2%
輸送用機械

6.3%

建設業

5.8%

公務

5.3%

金融･保険業

4.4%

食料品

4.2%

その他

24.3%

太田市
域内生産額

28,119
(億円)

（１）地域の中で規模の大きい産業は何か：売上

19

①産業別生産額構成比 ②産業別修正特化係数（生産額ベース）

分析の視点

注）外側の円グラフは全国の生産額の産業別構成比を表す

太田市の産業で生産額が大きい産業は、第1位輸送用機械である。
これらの構成比の合計は51.4%と大きく、本地域の「稼ぐ力」の
大きなウェイトを占めている。

全国と比較して集積している産業は、輸送用機械、金属製品、一
般機械、一次金属、電気機械、その他の製造業である。

生産額が大きい産業は、域内にとどまらず域外へも販売している可能性が高く、域外から所得を獲得できる地域に
とって強みのある産業である。

 ここではまず、産業別生産額より、地域の中で規模の大きい産業が何かを把握する（下図①）。

また、修正特化係数を用いて、全国平均と比較して地域に集積している産業が何かを把握する（下図②）。

出所：「地域経済循環分析用データ」より作成

全国平均より
低い産業

全国平均より
高い産業

1以上は全国平均より高い(集積している)産業を意味する
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②産業別修正特化係数

産業別修正特化係数は、地域産業連関表の産業別の域内生産額（表 ２-２の A）と国内需

要額を用いて作成しており、国内需要額は、地域別の域内需要額（表 ２-３の B と Cの和）の

全国合計値である。算出式は下式のとおりである。 

生産額合計全国の生産額全国の

生産額合計の地域生産額の地域
特化の地域

の産業の産業

の産業の産業
＝係数の産業

j

iji
ji

i j

j
i j

j

i j i

j





地域 の 修正特化

全国の 生産額 全国の 合計 生産額
地域 の 特化

全国の 国内需要額 全国の 合計 国内需要額

地域 の 生産額 地域 の 合計 生産額

全国の 国内需要額 全国の 合計 国内需要額

産業 の 係数

産業 の 産業 の
＝ 産業 の 係数

産業 の 産業 の

産業 の 産業 の

産業 の 産業 の

表 ２-２ 地域産業連関表の地域内生産額 

表 ２-３ 地域産業連関表の域内需要額 
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・
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修正特化係数算出に使用する国内需要額は下表のとおりである。 

 

表 ２-４ 2010年の産業別の国内需要額（百万円） 

No. 産業 
国内需要額 

（百万円） 

1 農林水産業 12,414,968 

2 鉱業 18,044,678 

3 食料品 39,612,268 

4 繊維 1,328,769 

5 パルプ・紙 7,006,514 

6 化学 22,240,087 

7 石油・石炭製品 20,117,070 

8 窯業・土石製品 5,302,978 

9 一次金属 29,993,754 

10 金属製品 10,094,129 

11 一般機械 16,194,093 

12 電気機械 36,229,792 

13 輸送用機械 40,431,785 

14 その他の製造業 33,334,704 

15 建設業 55,055,383 

16 電気・ガス・水道業 23,474,314 

17 卸売・小売業 95,315,943 

18 金融・保険業 38,323,918 

19 不動産業 67,743,473 

20 運輸・通信業 75,207,863 

21 公務 76,050,760 

22 サービス業 101,414,899 

合計 824,932,140 
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（２）産業別純移輸出額 

１）作成するグラフ 

 

図 ２-2 域外から所得を獲得している産業は何か：売上 

２）グラフの作成方法 

産業別純移輸出額は、地域産業連関表の産業別の移輸出（表 ２-５の A）と(控除)移輸入

（表 ２-５の B）を用いて作成している。純移輸出は移輸出と(控除)移輸入の合計値である。 

表 ２-５ 地域産業連関表の純移輸出（＝移輸出＋(控除)移輸入） 
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（２）域外から所得を獲得している産業は何か：売上

20

産業別純移輸出額

分析の視点

域外に所得が
流出している産業

域外から所得を
獲得している産業

域外から所得を獲得している産業は、輸送用機械、金属製品、一般機械、不動産業、農林水産業である。これらは域内での生産額が大き
い産業であり、地域で強みのある産業といえる。

域内の経済循環の流れを太くするためには、地域が個性や強みを生かして生産・販売を行い、域外からの所得を
獲得することが重要である。

純移輸出額がプラスとなっている産業は、モノやサービスの購入に関して、域外への支払い額よりも域外からの受取
り額の方が多く、域外から所得を獲得できる強みのある産業である。

 ここでは、産業別純移輸出額を用いて、域外から所得を獲得している産業が何かを把握する。

出所：「地域経済循環分析用データ」より作成
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（３）産業別付加価値額 

１）作成するグラフ 

 

図 ２-3 地域で所得を稼いでいる産業は何か：粗利益 

２）グラフの作成方法 

産業別付加価値額の構成比は、地域産業連関表の産業別の雇用者所得（表 ２-６のA）とそ

の他所得（表 ２-６の B）を用いて作成している。付加価値は、雇用者所得とその他所得の合計

値であり、家計外消費出（行）を含まない。 

表 ２-６ 地域産業連関表の付加価値（＝雇用者所得＋その他所得） 
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（３）地域で所得を稼いでいる産業は何か：粗利益

①産業別付加価値額 ②産業別付加価値額の構成比

21

分析の視点

注）外側の円グラフは全国の付加価値額の産業別構成比を表す

太田市の産業で付加価値額(ＧＲＰ)を最も生み出しているのは輸送
用機械であり、次いでサービス業、不動産業である。上位3つの産
業の割合は55.7%と大きく、本地域の「稼ぐ力」の大きなウェイト
を占めている。

太田市では修正特化係数が高く、地域内に集積している産業が地域
で所得を稼いでいある産業である。

付加価値が地域住民の所得や地方税収の源泉となることから、付加価値の大きい産業は地域において中心的な産
業と言える。

 ここではまず、産業別付加価値額により、地域の中で所得を稼いでいる産業が何かを把握する（下図①）。

また、修正特化係数で見た産業の集積度は、全国と比較した相対的な値であり絶対的に集積していることを示して
いるわけではないため、修正特化係数で見た集積度の高い産業が地域で所得を稼いでいるかを把握する（下図②）。

出所：「地域経済循環分析用データ」より作成

農林水

産業
鉱業 食料品 ・・・

運輸・通

信業
公務

サービス

業

内生部
門計

域内

最終需

要

移輸出
(控除)

移輸入

農林水産業

鉱業

食料品

・
・
・

運輸・通信業

公務

サービス業

内生部門計

家計外消費支出（行）

雇用者所得

その他所得

粗付加価値部門計

域内生
産額

中
間
投
入

粗
付
加
価
値

A

B

地域内生産額

中間需要 最終需要部門



  

9 

 

（４）産業別雇用者所得 

１）作成するグラフ 

 

図 ２-4 住民の生活を支えている産業は何か①：賃金・人件費 

２）グラフの作成方法 

産業別雇用者所得は、地域産業連関表の産業別の雇用者所得（表 ２-７の A）を用いて作

成している。 

表 ２-７ 地域産業連関表の雇用者所得 
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（４）住民の生活を支えている産業は何か①：賃金・人件費

22

①産業別雇用者所得 ②産業別従業者１人当たりの雇用者所得

分析の視点

注）外側の円グラフは全国の雇用者所得の産業別構成比を表す

住民の生活を支える雇用者所得への寄与が大きい産業は、輸送
用機械とサービス業である。輸送用機械とサービス業の割合は
53.1%と大きく、本地域の「稼ぐ力」の大きなウェイトを占めて
いる。

太田市の産業別従業者1人当たりの雇用者所得は、人口同規模地域
と比較すると第2次産業では高いが、第1次産業と第3次産業では低
い水準である。

地域で生み出された付加価値は雇用者所得とその他所得（＝営業余剰（営業利益、利子、賃料等）＋固定資本減
耗＋間接税）に分配され、雇用者所得が地域住民の生活を直接支えている。

 ここでは、地域の雇用者所得を産業別に分析し、住民の生活を支えている産業は何かを把握する（下図①）。

また、産業別従業者1人当たりの雇用者所得を全国や県と比較し、地域の雇用者所得の水準を把握する（下図②）。

出所：「地域経済循環分析用データ」より作成
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（５）影響力係数と感応度係数 

１）作成するグラフ 

 

図 ２-5 地域の産業構造について① 

２）グラフの作成方法 

影響力係数と感応度係数は、逆行列係数を用いて算出する。この逆行列係数は、地域産業

連関表から求めることができる。 

①逆行列係数の算出 

i）STEP：投入係数行列の作成 

地域産業連関表から投入係数行列 Aを作成する。 

投入係数行列は、地域産業連関表の各産業の中間投入額（表 ２-８の xij）を域内生産額

（表 ２-８の Xj）で除した n×nのマトリックスである。 

表 ２-８ 地域産業連関表の中間投入額と域内生産額 
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（５）地域の産業構造について①
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度は大きい産業
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く、同時に他産業から受ける感
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一般的には、基礎資材などの
原材料製造業部門がこれに
該当し、鉄鋼、パルプ・紙・木
製品、化学製品等が含まれる。

第Ⅳ象限
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終財の製造部門が含まれる。

分析の視点

25

影響力係数と感応度係数がと
もに高い産業は、地域にとっ
て核となる産業である。

消費や投資の増加によって他産業に大きな影響を与える産業は何か、また、逆に影響を受ける産業は何かを、影
響力係数と感応度係数から把握する。

影響力係数は、当該産業の消費や投資の増加が、全産業（調達先）に与える影響の強さを表す。

感応度係数は、全産業（販売先）の消費や投資の増加が、当該産業に及ぼす影響の強さを表す。

地域の核となる産業は、
輸送用機械、一次金属、
その他の製造業である。

出所：「地域経済循環分析用データ」より作成
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ii）STEP2：域内調達率をあらわす行列（I-M）の作成 

移輸入係数（＝移輸入／域内需要額）を対角に配置した行列M（移輸入係数行列）を作成

し、単位行列 I と移輸入係数行列Mの引き算より、域内調達率をあらわす行列（I-M）を作成

する。 
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iii）STEP3：域内調達率を考慮しない逆行列の作成 

単位行列 I と投入係数行列 Aの引き算により、行列（I-A）を作成し、この逆行列[I-A]
-1を求

める。 

iv）STEP4：移輸入分を除いた域内産品の投入係数(I-M)Aの算出 

ⅱ）で求めた行列(I-M)に行列 Aを乗じ、域内産品の投入係数行列(I-M)A を作成する。 

v）STEP5：域内調達率を考慮した逆行列[I-(I-M)A]-1の作成 

単位行列 I と域内産品の投入係数行列(I-M)A より、域内調達率を考慮した逆行列係数表

[I-(I-M)A]
-1を求める（図 ２-6）。 

 

②影響力係数、感応度係数の算出 

i）影響力係数の算出 

影響力係数は、地域産業連関表から作成される域内調達率を考慮した逆行列係数の列

和を用いて下式により算出する。 
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bij：逆行列係数の i行 j列の要素、b*j：逆行列係数の第 j列の列和、n：産業部門数 

 

ii）感応度係数の算出 

感応度係数は、地域産業連関表から作成される域内調達率を考慮した逆行列係数の行

和を用いて下式により算出する。 
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bij：逆行列係数の i行 j列の要素、bi*：逆行列係数の第 i行の行和、n：産業部門数 

 

 

図 ２-6 逆行列係数表と影響力係数、感応度係数 

  

逆行列係数表 
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（６）生産誘発額 

１）作成するグラフ 

 

図 ２-7 地域の産業構造について② 

２）グラフの作成方法 

図 ２-7では、全域への波及効果と市内への波及効果の 2種類の波及効果を算出している。 

全域への波及効果を域内調達率を考慮しない逆行列を用いて下式により算出する。 

      111
1


 AIAIFDAIX  

市内への波及効果は域内調達率を考慮した逆行列を用いて下式により算出する。 

         111
1


 AMIIAMIIFDAMIIX  

なお、図 ２-7では、最終需要の増加ΔFDが 1百万円であるときの生産誘発額を算出してい

るため、生産誘発額（百万円）は逆行列係数の列和と一致する。 

  

資料2

0.0 

0.5 

1.0 

1.5 

2.0 

2.5 

3.0 

3.5 

輸
送
用
機
械

一
次
金
属

一
般
機
械

電
気
機
械

そ
の
他
の
製
造
業

繊
維

金
属
製
品

パ
ル
プ
･紙

鉱
業

化
学

建
設
業

食
料
品

農
林
水
産
業

窯
業
･土
石
製
品

サ
ー
ビ
ス
業

金
融
･保
険
業

運
輸
･通
信
業

電
気
･ガ
ス
･水
道
業

卸
売
･小
売
業

公
務

石
油
･石
炭
製
品

不
動
産
業

生
産
波
及
効
果

(産
業
計

)(
百
万
円

)

全域への波及効果 市内への波及効果

（５）地域の産業構造について②

26

生産誘発額

分析の視点

地域の産業間や地域内外の取引構造を分析することで、地元への波及効果を把握する。

 ここでは、消費や投資の増加によって直接間接的に生じる生産誘発額を把握する。

各産業の消費や投資が100万円増加したときの市内への生産誘発効果(全産業合計値)は、輸送用機械、一次金属、一般機械等
で高く、影響力係数が大きい産業ほど市内への波及効果が高い。

注）全域とは当該地域を含む全国を意味する。 出所：「地域経済循環分析用データ」より作成
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（７）従業者 1人当たり付加価値額① 

１）作成するグラフ 

 

図 ２-8 地域の産業の 1人当たり付加価値額について① 

 

２）グラフの作成方法 

従業者 1人当たり付加価値額は、雇用者所得（表 ２-９の A）とその他所得（表 ２-９の B）の

合計値である付加価値を従業者数で除して作成している。 

表 ２-９ 地域産業連関表の付加価値（＝雇用者所得＋その他所得） 
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従業者１人当たり付加価値額（労働生産性）

分析の視点

全産業の労働生産性を見ると、全国、県、人口同規模地域のいずれと比較しても高い。産業別には、人口同規模地域と比較する
と第2次産業では労働生産性は高い水準であるが、第1次産業と第3次産業では低い水準である。

我が国の今後の労働力不足克服のためには、1人当たり付加価値額の向上が重要である。我が国の雇用の7割を
担うサービス業の1人当たり付加価値額の向上は、長年指摘されており課題となっている。

 ここでは、従業者1人当たりの付加価値額を全国や県と比較することで、1人当たり付加価値額の高い産業、低い産
業を把握する。

出所：「地域経済循環分析用データ」「国勢調査」より作成
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（８）従業者 1人当たり付加価値額② 

１）作成するグラフ 

 

図 ２-9 地域の産業の 1人当たり付加価値額について② 

２）グラフの作成方法 

従業者 1人当たり付加価値額は、雇用者所得（表 ２-９の A）とその他所得（表 ２-９の B）の

合計値である付加価値を従業者数で除して作成している。 

表 ２-１０ 地域産業連関表の付加価値（＝雇用者所得＋その他所得） 
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（６）地域の産業の1人当たり付加価値額について②

従業者１人当たり付加価値額（労働生産性）

第1次産業については、農林水産業の1人当たり付加価値額は人口同規模地域と比較して低い。第2次産業については、繊維、
化学、一次金属、金属製品、輸送用機械、建設業が人口同規模地域と比較して高い。第3次産業については、卸売･小売業、不
動産業、サービス業が人口同規模地域と比較して高い。

分析の視点

 ここでは、人口同規模地域との比較を行っていく。

全２２産業の従業者1人当たりの付加価値額を人口同規模地域と比較することで、1人当たり付加価値額の高い産
業、低い産業を把握する。

出所：「地域経済循環分析用データ」、総務省・経済産業省「平成21年経済センサス」より作成
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２－２ 地域経済の分配面の分析 

（１）地位内雇用者所得・その他所得と地域住民雇用者所得・その他所得 

１）作成するグラフ 

 

図 ２-10 地域住民に所得が分配されているか 

２）グラフの作成方法 

地域内雇用者所得は地域産業連関表の雇用者所得（表 ２-１１の A）であり、地域内その他

所得は地域産業連関表のその他所得（表 ２-１１の B）である。 

これは、地域経済計算の従業地ベースの雇用者所得（表 ２-１２の A）、その他所得（表 ２-１

２の B）と同値である。 

表 ２-１１ 地域産業連関表の雇用者所得とその他所得 
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分析の視点

②地域内その他所得と地域住民その他所得の比較①地域内雇用者所得と地域住民の雇用者所得の比較

地域内で企業が生産・販売で得た雇用者所得の方が、地域住民が得
る所得よりも949億円多く、地域外へ雇用者所得が流出している。

地域内で企業が生産・販売で得たその他所得(内部留保、配当等)の
方が、地域住民が得るその他所得よりも270億円多く、地域外へそ
の他所得が流出している。

分配面の分析においては、まず、地域内の生産・販売で得た所得が地域住民の所得になっているか否かを把握する。

同様に、生産・販売で得た所得（利益等）が市内の企業の所得になっているか否かを把握する。

出所：「地域経済循環分析用データ」より作成

注） その他所得とは雇用者所得以外の所得であり、財産所得、企業所得、
財政移転（交付税、補助金等）等が含まれる。
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地域住民雇用者所得は地域経済計算の常住地ベースの雇用者所得（表 ２-１２の C）であり、

地域住民その他所得は地域経済計算の常住地ベースのその他所得（表 ２-１２の D）である。 

表 ２-１２ 地域経済計算の雇用者所得とその他所得 

 

 

  

生産
域内
総生産

雇用者
所得

その他
所得

雇用者
所得

その他
所得

農林水産業 - - 民間最終消費支出
鉱業 - - 政府最終消費支出
食料品 - - 総固定資本形成（公的）

・・
・

- - 総固定資本形成（民間）

運輸・通信業 - - 在庫品増加（公的）
公務 - - 在庫品増加（民間）
サービス業 - - 純輸出

合計 A B C D 合計

分配（従業地ベース） 分配（常住地ベース） 支出
（常住地
ベース）



  

18 

 

（２）1人当たり雇用者所得 

１）作成するグラフ 

 

図 ２-11 １人当たりの所得水準①：雇用者所得 

２）グラフの作成方法 

①従業者 1人当たり雇用者所得（従業地ベース） 

従業者 1人当たり雇用者所得（従業地ベース）は、地域産業連関表の雇用者所得（図 

２-12の A）を従業者数で除して作成している。これは、地域経済計算の雇用者所得（図 

２-13の A）と同値である。 

表 ２-１３ 地域産業連関表の雇用者所得 
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①従業者１人当たり雇用者所得（従業地ベース） ②就業者１人当たり雇用者所得（居住地ベース）

従業者1人当たりの雇用者所得は全国、県、人口
同規模地域と比較して高い水準である。

就業者1人当たりの雇用者所得は全国、県、人口
同規模地域と比較して高い水準である。

分析の視点

注） 雇用者所得は、地域内（域外からの通勤者を含む）の雇用者所得を表す。 注） 雇用者所得は、地域住民（域外への通勤者を含む）の雇用者所得を表す。

地域の雇用者所得の規模は、地域の従業者数、就業者数、夜間人口の規模に依存する。

 ここでは、地域内の雇用者所得を従業者数で、地域住民の雇用者所得を就業者数で、さらに、地域住民の雇用者
所得を夜間人口で除した１人当たりの所得水準を作成し、全国や県と比較してどの程度の所得水準であるかを把
握する（下図①、②、③）。

出所：「地域経済循環分析用データ」「国勢調査」より作成

③夜間人口１人当たり雇用者所得（居住地ベース）

注） 雇用者所得は、地域住民（域外への通勤者を含む）の雇用者所得を表す。

夜間人口1人当たりの雇用者所得は全国、県、人
口同規模地域と比較して高い水準である。
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②就業者 1人当たり雇用者所得（居住地ベース） 

就業者 1人当たり雇用者所得（居住地ベース）は、地域経済計算の雇用者所得（図 ２-13

の B）を就業者数で除して作成している。 

③夜間人口 1人当たり雇用者所得（居住地ベース） 

夜間人口 1人当たり雇用者所得（居住地ベース）は、地域経済計算の雇用者所得（図 

２-13の B）を夜間人口で除して作成している。 

表 ２-１４ 地域経済計算の雇用者所得 

 

  

生産
域内
総生産

雇用者
所得

その他
所得

雇用者
所得

その他
所得

農林水産業 - - 民間最終消費支出
鉱業 - - 政府最終消費支出
食料品 - - 総固定資本形成（公的）

・・
・

- - 総固定資本形成（民間）

運輸・通信業 - - 在庫品増加（公的）
公務 - - 在庫品増加（民間）
サービス業 - - 純輸出

合計 A B 合計

分配（従業地ベース） 分配（常住地ベース） 支出
（常住地
ベース）
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（３）1人当たりその他所得 

１）作成するグラフ 

 

図 ２-12 １人当たりの所得水準②：その他所得 

２）グラフの作成方法 

①夜間人口 1人当たりその他所得（居住地ベース） 

夜間人口 1人当たりその他所得（居住地ベース）は、地域経済計算のその他所得（表 

２-１５の A）を夜間人口で除して作成している。 

②その他所得（居住地ベース）に占める財政移転の割合 

その他所得（居住地ベース）に占める財政移転の割合は、地域経済計算のその他所得

（表 ２-１５の A）を財政移転額で除して作成している。 

表 ２-１５ 地域経済計算のその他所得 

 

  

資料2

9.9%

16.0%

21.5%

25.1%
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(10万人以上～

30万人未満)

※地方圏の平均

その他所得(居住地ベース)に占める財政移転の割合(%)

1.87 

1.84 

1.84 

1.82 
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太田市

全国

群馬県

人口同規模地域

(10万人以上～

30万人未満)

※地方圏の平均

夜間人口1人当たりその他所得(百万円／人)

（２）１人当たりの所得水準②：その他所得
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分析の視点

①夜間人口１人当たりのその他所得（居住地ベース）

夜間人口1人当たりのその他所得は全国、県、人口同規模地域と
比較して高い水準である。

注）その他所得は、地域住民のその他所得（どこから得たかは問わない）を表す。

その他所得には財政移転が含まれる。まず、地域住民のその他所得（居住地ベース）を夜間人口で除した１人当た
りの所得水準を作成し、全国や県と比較してどの程度の所得水準であるかを把握する（下図①）。

その他所得（居住地ベース）に占める財政移転の割合を全国、県、同規模地域で比較し、当該地域の財政移転の
水準を把握する（下図②） 。

出所：「地域経済循環分析用データ」「国勢調査」より作成

②その他所得（居住地ベース）に占める財政移転の割合

太田市は、その他所得(居住地ベース)に占める財政移転の割合が全
国、県、人口同規模地域と比較して低い水準である。

注）財政移転は政府の「支出－収入」であり、政府支出（G）と税金（T）との差額（G-T）により算出している。
財政移転（G-T）がプラス（G>T）の地域は、他地域からの財政移転に依存している地域である。一方、
財政移転（G-T）がマイナス（G<T）の地域は、他地域に財源を拠出している地域である。

注） その他所得とは雇用者所得以外の所得であり、財産所得、企業所得、
財政移転（交付税、補助金等）等が含まれる。

生産
域内
総生産

雇用者
所得

その他
所得

雇用者
所得

その他
所得

農林水産業 - - 民間最終消費支出
鉱業 - - 政府最終消費支出
食料品 - - 総固定資本形成（公的）

・・
・

- - 総固定資本形成（民間）

運輸・通信業 - - 在庫品増加（公的）
公務 - - 在庫品増加（民間）
サービス業 - - 純輸出

合計 A 合計

分配（従業地ベース） 分配（常住地ベース） 支出
（常住地
ベース）
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（４）1人当たり所得（＝雇用者所得＋その他所得） 

１）作成するグラフ 

 

図 ２-13 １人当たりの所得水準③：合計（＝雇用者所得+その他所得） 

２）グラフの作成方法 

①地域内所得と地域住民所得の比較 

地域内所得は、地域産業連関表の雇用者所得（表 ２-１６のA）とその他所得（表 ２-１６の

B）の合計である。これは、地域経済計算の従業地ベースの雇用者所得（表 ２-１７の A）とそ

の他所得（表 ２-１７の B）の合計と同値である。 

表 ２-１６ 地域産業連関表の所得（＝雇用者所得＋その他所得） 
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（２） １人当たりの所得水準③：合計（＝雇用者所得
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分析の視点

①地域内所得と地域住民所得の比較

地域内で企業が生産・販売で得た所得の方が、地域住民が得る所得より
も1,219億円多く、地域外へ所得が流出している

②夜間人口1人当たり所得
（居住地ベース）

夜間人口1人当たり所得は、全国、県、人口同規模地域と比較して高い
水準である。

注） 所得＝雇用者所得＋その他所得 注） 所得は、地域住民の所得（どこから得たかは問わない）を表す。

地域内
所得

地域住民
所得

域外へ1,219億円の流出

所得を雇用者所得とその他所得にわけずに、両者を合計した所得について、地域住民の所得になっているか否か
を把握する（下図①）。

また、地域住民所得夜間人口で除した１人当たりの所得水準を作成し、全国や県と比較してどの程度の所得水準
であるかを把握する（下図②）。

出所：「地域経済循環分析用データ」「国勢調査」より作成
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②夜間人口 1人当たり所得（居住地ベース） 

夜間人口 1人当たり所得（居住地ベース）は、地域経済計算の居住地ベースの雇用者所

得（表 ２-１７の C）とその他所得（表 ２-１７の D）の合計値を夜間人口で除して作成してい

る。 

表 ２-１７ 地域経済計算の所得（＝雇用者所得＋その他所得） 

 

  

生産
域内
総生産

雇用者
所得

その他
所得

雇用者
所得

その他
所得

農林水産業 - - 民間最終消費支出
鉱業 - - 政府最終消費支出
食料品 - - 総固定資本形成（公的）

・・
・

- - 総固定資本形成（民間）

運輸・通信業 - - 在庫品増加（公的）
公務 - - 在庫品増加（民間）
サービス業 - - 純輸出

合計 A B C D 合計

分配（従業地ベース） 分配（常住地ベース） 支出
（常住地
ベース）
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（５）所得の流出率 

１）作成するグラフ 

 

図 ２-14 所得の流出率 

２）グラフの作成方法 

①雇用者所得の流出率 

雇用者所得の流出率は下式により算出している。地域内雇用者所得は地域産業連関表

の雇用者所得（表 ２-１６の A）であり、地域住民雇用者所得は地域経済計算の常住地ベー

スの雇用者所得（表 ２-１７の C）である。 

雇用者所得の流出率＝（地域内雇用者所得－地域住民雇用者所得）／地域住民雇用者所

得×100 

②その他所得の流出率 

その他所得の流出率は下式により算出している。地域内その他所得は地域産業連関表

のその他所得（表 ２-１６の B）であり、地域住民その他所得は地域経済計算の常住地ベー

スのその他所得（表 ２-１７の D）である。 

その他所得の流出率＝（地域内その他所得－地域住民その他所得）／地域住民その他所得

×100 
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雇用者所得の流出率

分析の視点

雇用者所得、その他所得の流出率を県や人口同規模地域と比較して、どの程度の流出率であるかを把握する。

雇用者所得の流出率は18.7%である。県や人口同規模地域と比較すると
最も高い水準である。

その他所得の流出率

その他所得の流出率は6.7%である。県や人口同規模地域と比較する
と最も高い水準である。

流出

流入

流出

流出

流入

流出

地域内に
流入

地域外に
流出

注） 所得の流出率（％）＝（地域内所得－地域住民所得）／地域住民所得×100 注） 所得の流出率（％）＝（地域内所得－地域住民所得）／地域住民所得×100

流出率のマイナスは流入を意味する。 流出率のマイナスは流入を意味する。

出所：「地域経済循環分析用データ」より作成
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表 ２-１８ 地域産業連関表の所得（＝雇用者所得＋その他所得） 

 

 

表 ２-１９ 地域経済計算の所得（＝雇用者所得＋その他所得） 
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雇用者所得 A
その他所得 B
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中
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投
入
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付
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値

地域内生産額

中間需要 最終需要部門
域内生
産額

生産
域内
総生産

雇用者
所得

その他
所得

雇用者
所得

その他
所得

農林水産業 - - 民間最終消費支出
鉱業 - - 政府最終消費支出
食料品 - - 総固定資本形成（公的）

・・
・

- - 総固定資本形成（民間）

運輸・通信業 - - 在庫品増加（公的）
公務 - - 在庫品増加（民間）
サービス業 - - 純輸出

合計 A B C D 合計

分配（従業地ベース） 分配（常住地ベース） 支出
（常住地
ベース）
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２－３ 地域経済の支出面の分析（消費） 

（１）消費の流出・流入 

１）作成するグラフ 

 

図 ２-15 住民の所得が域内で消費されているか 

２）グラフの作成方法 

①消費の流入・流出 

地域内消費額は地域産業連関表の民間消費支出（表 ２-２０の A）であり、地域住民消費

額は地域経済計算の民間最終消費支出（表 ２-２０の A）である。 

②消費の流出率 

消費の流出率は下式により算出している。地域内消費額は地域産業連関表の民間消費

支出（表 ２-２０の A）であり、地域住民消費額は地域経済計算の民間最終消費支出（表 

２-２０の A）である。 

消費の流出率＝（地域住民消費額－地域内消費額）／地域内消費額×100 
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（１）住民の所得が域内で消費されているか
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分析の視点

①消費の流入・流出 ②消費の流出率

地域内で消費される額が、地域の住民が消費する額よりも1,064億
円少なく、消費が流出している。

地域内で消費は1,064億円の流出

地域内
消費額

地域住民
消費額

太田市の消費の流出率は22.0%と流出している。消費の流出は県や
人口同規模地域と比較すると最も大きい。

消費面では、地域の住民の所得が地域内で消費されているかを把握する。

まず、地域内消費額と地域住民消費額を比較し、消費の流出・流入状況を把握する（下図①）。

次に、消費の流出率を県や人口同規模地域と比較して、どの程度の流出水準であるかを把握する（下図②）。

流出

流出

流入

注） 地域内消費額は、地域内の民間消費（誰が消費したかは問わない）を表す。
地域住民消費額は、地域住民の民間消費（どこで消費したかは問わない）を表す。

注） 消費の流出率（％）＝（地域住民消費額－地域内消費額）／地域内消費額×100
流出率のマイナスは流入を意味する。

出所：「地域経済循環分析用データ」より作成

地域内に
流入

地域外に
流出
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表 ２-２０ 地域産業連関表の民間消費支出 

 

 

表 ２-２１ 地域経済計算の民間最終消費支出 
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総生産

雇用者
所得
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所得

雇用者
所得

その他
所得

農林水産業 - - 民間最終消費支出 A

鉱業 - - 政府最終消費支出
食料品 - - 総固定資本形成（公的）

・・
・

- - 総固定資本形成（民間）

運輸・通信業 - - 在庫品増加（公的）
公務 - - 在庫品増加（民間）
サービス業 - - 純輸出

合計 合計

分配（従業地ベース） 分配（常住地ベース） 支出
（常住地
ベース）
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（２）1人当たり消費額 

１）作成するグラフ 

 

図 ２-16 １人当たりの消費水準の分析 

２）グラフの作成方法 

①昼間人口 1人当たり消費額（従業地ベース） 

昼間人口 1人当たり消費額（従業地ベース）は、地域産業連関表の民間消費支出（表 

２-２２の A）を昼間人口で除して作成している。 

②夜間人口 1人当たり消費額（居住地ベース） 

夜間人口 1人当たり消費額（居住地ベース）は、地域経済計算の民間最終消費支出（表 

２-２２の A）を夜間人口で除して作成している。 

表 ２-２２ 地域産業連関表の民間消費支出 
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分析の視点

②夜間人口１人当たり消費額（居住地ベース）①昼間人口１人当たり消費額（従業地ベース）

注） 消費額は、地域内の民間消費（誰が消費したかは問わない）を表す。 注） 消費額は、地域住民の民間消費（どこで消費したかは問わない）を表す。

昼間人口1人当たりの消費額は、全国、県、人口同規模地域と比
較すると最も低い水準である。

夜間人口1人当たりの消費額は、全国、県、人口同規模地域と比
較すると最も高い水準である。

地域の消費の規模は、地域の昼間人口や夜間人口の規模に依存する。

 ここでは、地域内消費額を昼間人口で、地域住民消費額を夜間人口で除した１人当たりの消費水準を作成し、全
国や県と比較してどの程度の消費水準であるかを把握する（下図①、②）。

出所：「地域経済循環分析用データ」「国勢調査」より作成
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表 ２-２３ 地域経済計算の民間最終消費支出 

 

  

生産
域内
総生産

雇用者
所得

その他
所得

雇用者
所得

その他
所得

農林水産業 - - 民間最終消費支出 A

鉱業 - - 政府最終消費支出
食料品 - - 総固定資本形成（公的）

・・
・

- - 総固定資本形成（民間）

運輸・通信業 - - 在庫品増加（公的）
公務 - - 在庫品増加（民間）
サービス業 - - 純輸出

合計 合計

分配（従業地ベース） 分配（常住地ベース） 支出
（常住地
ベース）
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２－４ 地域経済の支出面の分析（投資） 

（１）地域内への投資需要と投資額 

１）作成するグラフ 

 

図 ２-17 地域内に投資需要があるか 

２）グラフの作成方法 

①地域内への投資需要と投資額 

地域内投資額は、地域産業連関表の総固定資本形成（民間）（表 ２-２４のA）と在庫品増

加（民間）（表 ２-２４の B）の合計値である。 

②投資の流出率 

投資の流出率は下式により算出している。地域内投資額は地域産業連関表の総固定資

本形成（民間）（表 ２-２４のA）と在庫純増（民間）（表 ２-２４のB）の合計値であり、地域企業

等投資額は地域経済計算の総固定資本形成（民間）（表 ２-２４の A）と在庫品増加（民間）

（表 ２-２４の B）の合計値である。 

投資の流出率＝（地域企業等投資額－地域内投資額）／地域内投資額×100 

 

資料2

-9.7%

6.9%

10.9%

-15%

-10%

-5%

0%

5%

10%

15%

太田市 群馬県 人口同規模地域

(10万人以上～30万人未満)

※地方圏の平均

投
資
の
流
出
率

(％
)

1,673 

1,511 

0 

200 

400 

600 

800 

1,000 

1,200 

1,400 

1,600 

1,800 

地域内投資額 地域企業等投資額

投
資
額

(億
円

)

（１）地域内に投資需要があるか
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分析の視点

①地域内への投資需要と投資額 ②投資の流出率

地域内へ162億円の流入

地域内
投資額

地域企業
投資額

地域内に投資される額が、地域内の企業が投資する額より
も162億円程度多く、地域内に投資が流入している。

投資の流出率は-9.7%である。投資の流入は県や人口同規模
地域と比較すると最も大きい水準である。

投資面では、地域の企業への投資額（投資需要）と地域内企業等が投資した額を比較し、投資が地域から流出し
ているか否かを把握する。

また、投資の流出率を県や人口同規模地域と比較して、どの程度の流出水準であるかを把握する（下図②）。

注） 投資額＝民間投資＋民間在庫品増加
地域内投資額は、地域内の投資額（誰が投資したかは問わない）を表す。
地域企業投資額は、地域内の企業・住民の投資額（どこに投資したかは問わない）を表す。
投資額は年次による額の変動が大きい点に留意する必要がある。

注） 投資の流出率（％）
＝（地域企業等投資額－地域内投資額）／地域内投資額×100

流出

流入

流出

流出率のマイナスは流入を意味する。

出所：「地域経済循環分析用データ」より作成

地域内に
流入

地域外に
流出
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表 ２-２４ 地域産業連関表の総固定資本形成（民間）と在庫純増（民間） 

 

 

表 ２-２５ 地域経済計算の総固定資本形成（民間）と在庫品増加（民間） 
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間）

移輸出
(控除)

移輸入

農林水産業

・
・
・

公務

サービス業

内生部門計 A B
家計外消費支出（行）

雇用者所得

その他所得

粗付加価値部門計

中
間
投
入

粗
付
加
価
値

地域内生産額

中間需要 最終需要部門

域内生
産額

生産
域内
総生産

雇用者
所得

その他
所得

雇用者
所得

その他
所得

農林水産業 - - 民間最終消費支出
鉱業 - - 政府最終消費支出
食料品 - - 総固定資本形成（公的）

・・
・

- - 総固定資本形成（民間） A

運輸・通信業 - - 在庫品増加（公的）

公務 - - 在庫品増加（民間） B

サービス業 - - 純輸出
合計 合計

分配（従業地ベース） 分配（常住地ベース） 支出
（常住地
ベース）
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（２）1人当たり投資額 

１）作成するグラフ 

 

図 ２-18 １人当たりの投資水準 

２）グラフの作成方法 

①従業者 1人当たり投資額（従業地ベース） 

従業者 1人当たり投資額（従業地ベース）は、地域産業連関表の総固定資本形成（民間）

（表 ２-２６のA）と在庫品増加（民間）（表 ２-２６のB）の合計値を従業者数で除して作成して

いる。 

表 ２-２６ 地域産業連関表の総固定資本形成（民間）と在庫純増（民間） 

 

②夜間人口 1人当たり投資額（居住地ベース） 

夜間人口 1人当たり投資額（居住地ベース）は、地域経済計算の総固定資本形成（民間）

（表 ２-２７のA）と在庫品増加（民間）（表 ２-２７のB）の合計値を夜間人口で除して作成して

いる。 
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（２）１人当たりの投資水準
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分析の視点

①従業者１人当たり投資額（従業地ベース） ②夜間人口１人当たり投資額（居住地ベース）

地域内の投資水準は、全国、県、人口同規模地域と比較する
と最も高い水準である。

地域住民の投資水準は、全国、県、人口同規模地域と比較す
ると最も高い水準である。

投資が適正な水準であるかを把握するため、１人当たりの投資額を把握する。

まず、従業者１人当たりの地域内の投資額を全国や県と比較し、地域内の投資水準を把握する（下図①）。

また、夜間人口１人当たりの地域企業の投資額を全国や県と比較し、地域住民の投資水準を把握する（下図②）。

注） 投資額＝民間投資＋民間在庫品増加
投資額は、地域内の投資額（誰が投資したかは問わない）を表す。
地域内の事業所が域外で生産設備を購入した場合は、地域内の投資額に含まれない。

注） 投資額＝民間投資＋民間在庫品増加
投資額は、地域内の企業・住民の投資額（どこに投資したかは問わない）を表す。

出所：「地域経済循環分析用データ」「国勢調査」より作成
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表 ２-２７ 地域経済計算の総固定資本形成（民間）と在庫品増加（民間） 

 

  

生産
域内
総生産

雇用者
所得

その他
所得

雇用者
所得

その他
所得

農林水産業 - - 民間最終消費支出
鉱業 - - 政府最終消費支出
食料品 - - 総固定資本形成（公的）

・・
・

- - 総固定資本形成（民間） A

運輸・通信業 - - 在庫品増加（公的）

公務 - - 在庫品増加（民間） B

サービス業 - - 純輸出
合計 合計

分配（従業地ベース） 分配（常住地ベース） 支出
（常住地
ベース）
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２－５ 地域経済分析の結果の概要 

（１）地域の所得循環構造 

１）作成する図 

 

図 ２-19 地域の所得循環構造（太田市） 

２）図の作成方法 

①生産・販売の分析 

（１）生産・販売の分析では、付加価値額（GRP）（表 ２-２８の C と Dの合計値、産業別は

表 ２-２８のAとBの合計値）に加えて、これを従業者数で除した従業者１人当たり付加価値

を示している。 

②分配の分析 

（２）分配の分析では、地域内所得と地域住民所得を示している。 

地域内所得は、地域内雇用者所得（表 ２-２８の C）と地域内その他所得（表 ２-２８の D）

の合計値であり、地域住民所得は、地域住民雇用者所得（表 ２-２９のD）と地域住民その他

所得（表 ２-２９の E）の合計値である。 

財政移転割合は、地域住民その他所得（表 ２-２９の E）に占める財政移転額の割合を示

している。 

所得の流出（入）額は、下式により算出しており、プラスであれば所得の流出、マイナスで

あれば所得の流入を意味する。 

所得の流出（入）額＝地域内所得－地域住民所得  
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③支出の分析 

（３）支出の分析では、地域内支出と地域住民支出を示している。 

地域内支出は、地域内消費（表 ２-２８の E）と地域内投資（表 ２-２８の H と Jの合計値）、

地域内その他支出（表 ２-２８の F、G、I、K,Lの合計値）の合計値である。 

地域住民支出は、地域住民消費（表 ２-２９の F）と地域企業投資（表 ２-２９の I と Kの合

計値）、地域住民その他支出（表 ２-２９の G、H、J、Lの合計値）の合計値である。 

支出の流出（入）額は、下式により算出しており、プラスであれば支出の流出、マイナスで

あれば支出の流入を意味する。 

支出の流出（入）額＝地域住民支出－地域内支出 

表 ２-２８ 地域産業連関表 

 

表 ２-２９ 地域経済計算 
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移輸出
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移輸入
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・

公務
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内生部門計 E F G H I J K L
家計外消費支出（行）

雇用者所得 C
その他所得 D
粗付加価値部門計粗

付
加
価
値

地域内生産額

B

A

域内生
産額

中間需要 最終需要部門

中
間
投
入

生産
域内
総生産

雇用者
所得

その他
所得

雇用者
所得

その他
所得

農林水産業 - - 民間最終消費支出 F

鉱業 - - 政府最終消費支出 G

食料品 - - 総固定資本形成（公的） H

・・
・

- - 総固定資本形成（民間） I

運輸・通信業 - - 在庫品増加（公的） J

公務 - - 在庫品増加（民間） K

サービス業 - - 純輸出 L

合計 A B C D E 合計

分配（従業地ベース） 分配（常住地ベース） 支出
（常住地
ベース）




